
令和6年度計画分物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用して実施した事業の効果検証

Ｎｏ
補助・
単独

交付対象事
業の名称

所管

事業の概要
①目的・効果
②交付金を充当する経費内容
③積算根拠（対象数、単価等）
④事業の対象（交付対象者、対象施設等）

総事業費
（円）

交付金充当額
（円）

実施内容の成果及び評価
①成果・効果
②評価

今後の方向性

1 単

電力・ガス・食
料品価格高
騰重点支援
住民税非課
税世帯等支
援臨時給付
金【物価高騰
対策給付金】

くらし支
援課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで低所得の方々の
生活を維持する。
②給付金及び事務費
③109,690,000円（1,567世帯*70,000円　）
〇消耗品18,150円○通信運搬費243,089円〇振込手数料177,430円○シ
ステム改修委託料77,000円
④対象者：R5住民税非課税世帯

110,205,669

18,966,669円
（91,239,000円
はR5計画交付
金で充当済）

①成果・効果1,567世帯に7万円支払い実施　
実施完了日：R6.4.16(支払完了)
②評価物価高騰に苦しむ非課税世帯への支
援となった。

今後も物価高が及ぼす町民生
活への影響を注視しながら、
適切な交付金事業を展開して
いく。

2 単

伊仙町住民
税均等割の
み課税世帯
支援給付金

くらし支
援課

①物価高が続く中で住民税均等割のみ課税所得世帯への支援を行うこ
とで低所得の方々の生活を維持する。
②給付金及び事務費
③18,700,000円（187世帯*100,000円　）〇消耗品45,760円○通信運搬費
31,920円〇電話料9,006円〇振込手数料20,570円
④対象者：R5住民税均等割のみ課税世帯　総事業費18,807,256円

①成果・効果187世帯に10万円支払い実施　
実施完了日：R6.8.28(支払手続き完了)
②評価物価高騰に苦しむ低所得世帯への支
援となった。

今後も物価高が及ぼす町民生
活への影響を注視しながら、
適切な交付金事業を展開して
いく。

2 単

伊仙町　低所
得の子育て世
帯生活支援
特別給付金

子育て
支援課

①物価高が続く中で低所得の子育て世帯への支援を行うことで低所得
世帯のの子どもたちの生活維持及び成長する機会を確保する。
②給付金及び事務費
③18,250,000円（146世帯365人分*50,000円　）〇消耗品26,477円○通信
運搬費26,364円〇振込手数料16,280円
④対象者：R5住民税非課税世帯および均等割のみ課税世帯の子ども　
総事業費18,319,121円

①成果・効果146世帯365人に一人当たり5万
円支払い実施実施完了日：R6.8.28(支払手続
き完了)
②評価物価高騰に苦しむ低所得世帯の子ども
たちへの支援となった。

今後も物価高が及ぼす町民生
活への影響を注視しながら、
適切な交付金事業を展開して
いく。

2 単

給付・定額減
税一体支援
枠臨時給付
金事業

くらし支
援課・
子育て
支援
課・未
来創生
課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで低所得の方々の
生活を維持する。
②給付金及び事務費
③71,430,000円（213世帯*100,000円＋71人*50,000円＋46,580,000円　）
〇需用費140,376円○役務費382,123円〇システム改修負担金253,000
円〇会計年度職員人件費956,534円
④対象者：R6年度に新たに住民税非課税または均等割のみ課税世帯と
なる世帯および子ども、定額減税しきれないと見込まれる方　総事業費
73,162,033円

73,162,033

72,505,410円‬

（656,623円は
R5計画交付金
で充当済）

①成果・効果
㋐新たな非課税および均等割り世帯
213世帯に10万円支払
㋑㋐の子ども加算
29世帯71人に一人当たり5万円支払
㋒調整給付金　954人に46,580,000円支払い
実施　実施完了日：R6.12.24(支払完了)
②評価物価高騰に苦しむ低所得世帯への支
援となった。

今後も物価高が及ぼす町民生
活への影響を注視しながら、
適切な交付金事業を展開して
いく。

7 単
住民税非課
税世帯臨時
給付金

未来創
生課

①物価高が続く中で低所得世帯への支援を行うことで低所得の方々の
生活を維持する。
②給付金及び事務費
③55,190,000円（1647世帯*30,000円＋子供加算289人*20,000円　）
〇需用費159,226円○役務費399,618円〇会計年度職員人件費
1,731,530円

57,480,374

50,170,374円‬

（7,310,000円
はR７計画交
付金で充当予
定）

①成果・効果1,647世帯に3万円および、子ども
加算289名×2万円支払い実施　
実施完了日：R7.5.2(支払完了)
②評価物価高騰に苦しむ非課税世帯への支
援となった。

今後も物価高が及ぼす町民生
活への影響を注視しながら、
適切な交付金事業を展開して
いく。

11 単
畜産生産者
支援交付金

経済課

①セリ価格の下げどりまりが続く中で、原油価格高騰や世界情勢の影響
により飼料価格は高騰し、畜産農家の経営は厳しい状況が続いている。
そのため、畜産経営の維持を目的とした支援を行う。
②畜産経営維持に係る費用を一部助成する費用及び事務費。
③30,775,600円（対象数：3,274頭*9,400円）
　通知用窓枠封筒15,400円(500枚)
　役務費91,788円
④町内に居住し畜産経営を営む農家

30,882,788
30,868,000円
（14,788円は
町一般財源）

①成果・効果　1頭当たり9,400円を3,274頭分
支給　実施完了日：R6.8.1(支払完了)
②評価　物価高騰に苦しむ畜産農家への支援
となった。

今後も物価高が及ぼす町民生
活への影響を注視しながら、
適切な交付金事業を展開して
いく。

37,126,377

28,700,000円
（8,426,377円

はR5計画交付
金で充当済）
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12 単
課税世帯等
生活応援事
業

未来創
生課

①非課税世帯以外の全世帯を対象に、町内登録店にて使用できる商品
券を発行・配布し、物価高騰における生活者支援と、地域経済の活性化
を図る。
②非課税世帯以外の世帯へ一律1万２千円分、また１８歳未満の子供が
いる世帯には追加で子供一人につき６千円分の商品券の配布を行い、
その事業執行経費に係る経費（人件費、通信運搬費、事務委託料、商
品券負担金等）を交付対象経費とする。
③需用費　199,540円、役務費762,376円、委託料2,018,390円、負担金補
助及び交付金 2,463,4000円

27,614,306 27,614,306

①成果・効果　配布数（世帯分1,666世帯*12枚
＋子ども加算846人*6枚　計25,068枚　
25,068,000円分の商品券を配布）
引換数　計24,634枚　2,463,4000円分の商品
券が使用された。
使用率　約98.3％
②評価物価高騰に苦しむ課税世帯への支援
となった。

今後も物価高が及ぼす町民生
活への影響を注視しながら、
適切な交付金事業を展開して
いく。

13 単

伊仙町医療・
介護・障害福
祉サービス事
業所等物価
高騰対策支
援事業

地域福
祉課

①国が定める公的価格等により運営を行っている医療・介護・障害福祉
サービス施設・事業所等が、食事提供に必要な食材費の高騰等の影響
で、営利活動の制限や独自の価格転嫁が出来ず運営に大きな影響が
生じていることから、医療・福祉分野の安定的サービス提供体制の継続
を目的としている。
②町内医療・介護・障害福祉サービス施設・事業所等に対する支援金
③事務費：需用費8,909円　役務費4,840円　計13,749円
支援金：15事業所へ計5,296,587円
④伊仙町内で医療・介護・障害福祉サービス事業を実施する者（法人格

5,310,336 5,310,336

① 成果・効果
町内医療・介護・障害福祉施設１５施設へ支
援金5,296,587円（合計）を支給。
実施完了日：R8.3.9(支払完了)
② 評価
物価高騰で運営が苦しい事業者を支援するこ
とができた。

今後も物価高が及ぼす町民生
活への影響を注視しながら、
適切な交付金事業を展開して
いく。

341,781,883 234,135,095
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